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第１ はじめに 

１ 本書の位置付け 

本書は、児童福祉法第 43 条（令和４年６月１５日号外法律第 66 号：令和６

年４月１日施行）に基づく児童発達支援センターの機能と発達障害相談センタ

ーの機能を有する江戸川区発達相談・支援センター（以下「本施設」という。）

の管理運営に関し、江戸川区（以下「区」という。）が指定管理者に要求する管

理運営の基準を示すものである。 

指定管理者は、本書に示されている業務の基準を満たす限りにおいて、事業

計画の作成を行うことができるものとするが、その際には「募集要項」等におい

て示された諸条件を必ず遵守し、その他の内容についても十分留意して事業計

画書を作成するものとする。 

 

第２ 施設の運営に関する業務基準 

１ 児童発達支援センターの業務 

(1) 児童発達支援事業 

ア 対 象 
療育の観点から集団療育及び個別療育を行う必要があると認められる未就

学児 
イ 事業内容 
①  集団療育 
  集団での生活や遊びを通して、日常生活における基本動作の指導及び知 
  識の付与、集団生活への適応等発達支援を行う。 
② 個別療育 

児童の個々の心身の発達状況に応じて、理学療法、作業療法、言語指導、 
心理相談等の専門的な指導を行う。 

③ アセスメント 
標準化されたツール（発達評価）の活用を含め、子どもの多様なニーズ 

を総合的に把握するためにアセスメントを行う。 
    ④ 個別支援計画 

 障害児支援利用計画における総合的な援助方針や本施設に求められる 
ニーズ、児童一人ひとりの心身の状況に応じた支援目標や具体的な支援内

容を明記した個別支援計画を作成する。 
定期的にモニタリングを実施して、支援目標や支援内容の見直しを行う。 
個別支援計画の作成や見直しにあたっては、保護者に理解しやすいよう  

に説明し、同意を得る。 
⑤ 保健指導 
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日常の健康管理（看護師等）及び嘱託医（小児科、整形外科及び精神科）

による健康診断や相談を実施する。 
    ⑥ 給食の提供 

ⅰ 集団療育を長時間（１日４時間以上）利用する児童に給食を提供する。 
なお、給食は「児童発達支援センター給食搬入特区」申請予定につき、外

部搬入による実施が想定される。 
ⅱ 集団療育を短時間（１日２時間未満）利用する児童におやつを提供す

る。 
    ⑦ 送迎 

児童発達支援事業を利用する児童及びその保護者が希望する場合に送迎

を行う。送迎には、運転手以外に保育士又は児童指導員が１名以上同行する。

また、送迎をする車両には、「送迎用バスの置き去り防止を支援する安全装

置のガイドライン」に則った安全装置を配備すること。 
※ 送迎時の乗降場所はありますが、施設内にバスの常駐は予定していま

せん。 
    ⑧ 年間行事 

日常生活や社会生活を円滑に営めるよう、様々な行事等を実施し、感性 
     や情緒を育む機会を提供する。 

⑨ 家庭支援 
   保護者の受容段階を踏まえ、子どもの育ちや生活を安定させることを 

基本に家庭支援を行う。定期的に保護者会等を開催し、保護者の理解と協

力を得る。 
⑩ 移行支援 

児童の発達の状況や家族の意向を踏まえ、幼稚園・保育園への入園や小

学校への入学など、地域の社会生活に円滑に移行していけるように支援を

行う。 
 

(2) 保育所等訪問支援事業 

ア 対 象 
保育園、幼稚園、小学校、特別支援学校、認定こども園その他児童が集団生

活を営む施設（以下「保育園等」という。）に通う障害児であって、当該施設

を訪問し、専門的な支援が必要と認められた児童 
    ※原則として、本施設の児童発達支援事業利用児童を主な対象とする。 

イ 事業内容 
保育園等を訪問し、障害児に対して障害児以外の児童との集団生活への適応

のための専門的な支援その他必要な支援を行う。 



5 
 

(3) 相談支援事業（計画相談支援・障害児相談支援） 

ア 対 象 
障害福祉サービスの申請、変更の申請に係る障害児の保護者及び障害児通

所支援の申請もしくは変更の申請に係る障害児の保護者 

イ 事業内容 
ⅰ サービス利用支援及び障害児支援利用援助 
（ｱ）障害者福祉サービス等の申請、変更の申請に係る障害児の心身の状況、

置かれている環境、サービスの利用に関する意向及びその他の事業を勘

案し、利用する障害福祉サービス等の種類及び内容、その他の厚生労働省

令で定める事項を記載したサービス等利用計画案等を作成する。 
（ｲ）支給決定もしくは支給決定の変更の決定後に、指定障害福祉サービス事

業者、指定一般相談支援事業者等との連絡調整等の便宜を供与するとと

もに、支給決定に係るサービスの種類及び内容、担当者その他厚生労働省

令で定める事項を記載したサービス等利用計画等を作成する。 
ⅱ 継続サービス利用支援及び継続障害児支援利用援助 
（ｱ）支給決定障害児が支給決定の有効期間内において、当該児に係るサービ

スの利用計画等が適切であるかどうかにつき、厚生労働省令で定める期

間（モニタリング期間）ごとに居宅を訪問し、障害福祉サービス等の利用

状況を検証する。 
（ｲ）検証結果及び心身の状況、その置かれている環境、サービスの利用に関

する意向その他の事情を勘案し、サービスの利用計画等の見直しを行う。 
（ｳ）サービス等利用計画等の見直しの結果に基づき、サービス等利用計画等

を変更するとともに、関係者との連絡調整等を行う。 
 

(4) その他の事業 

① 利用申請及び利用契約に係る業務 

児童発達支援センターの利用を希望する保護者からの申請、契約等に伴う

書類の作成、内容確認、受け渡し等を行い、書類は速やかに区に提出する。利

用の承認及び契約に係る決定は区が行う。 
② 障害児通所給付等の請求に係る事務 

毎月の利用実績に基づき、東京都国民健康保険団体連合会へ障害児通所給

付費の電子請求を行い、確定額を区へ報告する。給付費の歳入処理は区が行

う。 
③ 利用料の請求に係る事務 

毎月の児童発達支援事業に係る利用実績に基づき、利用負担額を保護者に

請求する。請求書は区が作成し、利用料収入は区の歳入とする。 
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④ 保護者向け連絡システム 
     非常災害時や一斉連絡が必要な事態の迅速な情報伝達及び事務の効率化 
    のため、保護者向け連絡システムを活用する。 

⑤ 事業の利用に係る交通費の補助に関する事務 
送迎対象児童以外で、身体障害者手帳、愛の手帳、精神障害者保健福祉手

帳のいずれかの交付を受けており、歩行が確立していない又は交通公共機関

を利用することが困難な児童と認められるときには、事業の利用のために利

用児の自宅と葛西児童発達支援センター間を最も合理的かつ経済的な経路

にて利用する際に交通費の補助を実施する。 
⑥ 関係機関との連携 

会議等を開催し、区役所の関係部署、関係機関等との連携を図る。 
⑦ 要望、苦情等への対応 

利用者からの要望、苦情等に対する窓口を設置し、迅速かつ適切に対応 
するため、必要な措置を講じる。 

⑧ 職員の資質向上 

専門性を高めるため、知識、技術等の習得のための研修等の機会を設ける。 
⑨ 緊急時の対応 

利用者の健康状態が急変した際は、速やかに医療機関へ連絡する等の 
必要な措置を講じる。 
災害等緊急時の利用者の避難、誘導、安全確保及び関係機関への通報に 

ついての計画を作成し、緊急時には的確に対応する。 
災害時において、区が本施設を避難所として使用する必要があると認め  

るときは、指定管理者は区の指示に基づき避難者の受け入れ等に協力する。 
⑩ 施設に関わる調査等への協力 

関係機関からの調査等に可能な限り協力し、福祉の向上に努める。 
 

２ 発達障害相談センターの業務 

(1) 相談事業 

① 相談事業 
ア 対象 

発達障害（またはその疑い）のある方、そのご家族及び支援者（年齢を

問わず）からの相談を受け付け、適切な支援を行う。 
イ  方法 
(ｱ)電話相談 

相談内容を聞き取り、整理し、助言や情報提供を行う。必要に応じて来

所面接の予約を受け付ける。 
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(ｲ)来所相談 

【発達相談（18 歳未満）～発達相談室「なないろ」～】 

・発達障害に関する特性を総合的に判断するため、必要な情報（主訴

成育歴、発達状況等）の聞き取り、行動観察（個別及び集団）を行

う。また、必要に応じて発達検査を行い、本人・保護者のニーズに

合ったアドバイス、必要な支援の方向性を提案する。 
・相談員が支援の対象となるお子さんの在籍する園や学校等に出向い

て、集団生活の場での発達特性による本人の困り感を軽減できるよ

うに、環境を調整するとともに、支援者へ対応方法等の助言をす

る。 
・情報提供や制度の紹介を行い、必要に応じて関係機関につなぐ。 
・医師による診断を必要とされる方には、専門医療機関の案内、情報提

供を行う。 
・対象者の年齢、状態、特性等を考慮し標準化された検査用具を用い

て、発達検査を行う。必要に応じていくつかの検査を組み合わせて

総合的な評価を行う。 
【発達障害に関する相談（18 歳以上）】 
・家族関係や日常生活に関する悩みを聞き、医療機関、制度についての

問い合わせに応じ、情報提供を行う。また、必要に応じて関係機関

につなぐ。 
・既に相談されている機関がある場合、相談先の関係機関との連絡調

整を行う。 
② 発達検査の実施 

児童発達支援センターの利用を希望する児童、その他相談員が必要と認

めた利用者に対し、検査等を実施し、適切な評価を行う。また、結果を保

護者等に書面により丁寧に説明する。 
③ 外部の専門家によるスーパーバイズの実施 

支援内容を様々な視点から検証し、必要な支援を提案するため、月１回

程度、外部の専門家（医療関係者、臨床心理士、作業療法士、言語聴覚士等）

によるスーパーバイズを実施する。 
 

(2) 支援者支援事業 

発達障害又はその疑いのある児童が所属する保育園等職員、小中学校の教員

等、支援者からの相談に対応し、必要に応じて訪問等を行い、支援する。 
① 相談事業（随時） 

ア 電話相談 
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保護者の同意の有無に関わらず、支援者支援として対応する。 
イ 訪問相談 

電話による相談から、さらに具体的な支援が必要とされる場合には、在

籍園・校への訪問も行います。 
② 乳幼児施設巡回支援事業 

希望する保育園・幼稚園等の乳幼児施設へ、心理相談員（発達障害児支援

について知識・経験を有する専門職）を派遣し、発達障害又は疑いのある児

童（気になる子ども）への対応、支援方法、保護者対応について助言を行う。 
施設の職員を支援するとともに発達障害に関する知識や支援力の向上に

努める。 
ア 対象 

区内の保育園、幼稚園等、認証保育所、小規模保育事業、事業所内保育

事業等 
イ 実施方法 

全園に対して希望調査を実施する等、巡回を希望する園に対して年間２

回以上、心理相談員を派遣し、支援を行う。 
ウ 支援内容 
 ・気になる子どもの行動観察 
 ・対象児童の発達状態や特性に合わせた対応・支援の助言 
 ・保護者対応に関する助言 
 ・関係機関連携に関する助言 
 ・カンファレンスをとおして、職員の障害理解を深める 
 

(3) 普及啓発事業 

発達障害について正しい理解が広まるよう、区民向けに啓発活動を実施する。 
① 発達障害啓発週間における啓発活動、区民まつり等多くの区民が集まる場

における啓発活動、対象を設けて行う講演会、保護者向けの講座等、事業者

の創意工夫のもとに様々な機会や場をとらえた啓発活動を行う。 
② リーフレットの作成、配付を通じて、区民に早期発見・支援の取り組みに

ついての周知を図る。 
 

３ その他の業務 

 (1) 関係機関との連携 

会議等を開催し、区役所の関係部署、関係機関等との連携を図る。 
 

(2) 要望、苦情等への対応 
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利用者からの要望、苦情等に対する窓口を設置し、迅速かつ適切に対応する

ため、必要な措置を講じる。 
 

(3) 地域社会との連携 

地域との交流を図り、地域に開かれた施設となるよう努める。 
 

(4) 職員の資質向上 

専門性を高めるため、知識、技術等の習得のための研修等の機会を設ける。 
 

(5) 緊急時の対応 

利用者の健康状態が急変した際は、速やかに医療機関へ連絡する等の必要な

措置を講じる。 
災害等緊急時の利用者の避難、誘導、安全確保及び関係機関への通報等につ

いての計画を作成し、緊急時には的確に対応する。 
災害時において、区が本施設を避難所として使用する必要があると認めると

きは、指定管理者は、区の指示に基づき避難者の受け入れ等に協力する。 
 

(6) 施設に関わる調査等への協力 

関係機関からの調査等に可能な限り協力し、福祉の向上に努める。 
 

４ 支援職員の配置及び資格に関すること 

 (1) 児童発達支援センター 

① 児童発達支援事業に従事する職員 

児童福祉施設の設備及び運営に関する基準第 63条に基づく指定児童発達

支援事業に係る職員を配置する。 
前記の業務遂行のために配置する職員は、別表１に定める資格を有する

者及び要件を満たす者とする。 
② 保育所等訪問支援事業に従事する職員 

児童福祉法に基づく指定通所支援の事業等の人員、設備及び運営に関す

る基準第 73 条に基づく保育所等訪問支援事業に係る職員を配置する。 
前記の業務遂行のために配置する職員は、別表１に定める資格を有する

者及び要件を満たす者とする。 
②  計画相談支援事業 

障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律に基づく

指定計画相談支援の事業の人員及び運営に関する基準第３条に基づく計画

相談支援事業に係る職員を配置する。  



10 
 

 
(2) 発達障害相談センター 

発達障害に関する専門的な相談に応じ、助言やアセスメントをもとにした環

境調整を行うため、臨床心理士、作業療法士、理学療法士、言語聴覚士、保育

士、教員等配置する。 
 

(3)その他の事業 

前記の職員以外にも、事務職員その他、業務を遅滞なく円滑に遂行する 
ために必要な職員を配置すること。 

 

第３ 施設の維持管理に関する業務基準 

１ 保守管理業務 

指定管理者は、施設及び設備の機能と環境を適正に維持するために、施設及

び設備並びに立木等の保守管理業務を行うこと。 

(1) 建築物の保守管理 

指定管理者は、本施設を適切に管理運営するために、敷地内の建物、構造物、

設置物、設備、日常的な点検を計画的に行い、仕上げ材の浮き、ひび割れ、は

がれ等が発生しない状態を維持するとともに、美観を維持すること。 

また、施設を安全かつ安心して利用できるよう予防保全に努めるとともに、

不具合を発見した場合は、速やかに区に報告すること。 

 

(2) 設備の保守管理 

指定管理者は、施設内の設備が正常に機能するように、定期的に保守点検を

実施すること。 

 

(3) 立木等の維持管理 

指定管理者は、自然環境の保護と景観の維持のため、敷地内の樹木や植栽等

について、水やりや落ち葉清掃等の日常的な手入れを行うとともに、必要に応

じて定期的に枝の剪定等の作業を行うこと。 

 

２ 清掃業務 

指定管理者は、良好な環境衛生と美観の維持に心がけ、施設としての快適な

空間を保つために、本施設の清掃業務を実施すること。 

清掃にあたっては、児童・保護者の安全に配慮し、できる限り支援業務の妨

げにならないよう実施すること。 
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(1) 清掃 

指定管理者は、日常的に清掃を行い、施設、備品、器具等について、常に清

潔な状態を保持すること。また、日常的な清掃では行き届かない箇所について

は、必要に応じて定期的に清掃を実施すること。 

 

(2) 水質・衛生関係測定等 

指定管理者は、水質、衛生関係の測定を実施すること。 

 

(3) その他 

指定管理者は、日常清掃及び定期清掃のほかにも、必要に応じて清掃や害虫

駆除を実施し、施設の良好な環境衛生と美観の維持に努めること。 

また、一般廃棄物処理、産業廃棄物処理、粗大ごみ処理については、指定管

理者が行うこと。 

 

３ 備品管理業務 

(1) 備品の管理 

施設に既存の備品（比較的長期間にわたって、その性質・形状等を変えるこ

となく使用に耐えるもので、購入価格が単価３万以上の物品をいう。）は、指

定管理者に無償貸与する。 

施設における活動に支障をきたさないよう、指定管理者は備品の管理を行

うとともに、不具合が生じた部品については、区と協議の上修繕を行う等適切

に対応すること。 

 

(2) 備品台帳 

指定管理者は、区が作成した備品台帳により、備品の管理を確実に実施し、

年に１回以上の実地点検を行うこと。 

 

(3) 備品の帰属 

原則として、既存の備品の更新費用及び区が必要と認めた備品購入につい

ては、区が経費を負担し、当該備品は区に帰属する。 

区が調達する備品以外に、指定管理者が施設の管理運営上必要とする備品

については、指定管理者の負担により調達し、指定管理者に帰属するものとす

る。また、指定管理者に帰属する備品は、区の備品と区別し、別に台帳を作成

して管理すること。 

 

４ 防火管理者に関する業務等 
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指定管理者は、防火管理者の選任及び消防計画の作成を行い、所管の消防署

へ届出を行うとともに、施設独自で消防訓練を実施する等、法令に基づく防火

体制を整える。  

 

５ 保安警備業務 

指定管理者は、本施設の防犯、防火及び防災に万全を期し、利用者が安心し

て生活できる環境の確保のために保安警備業務を行うこと。 

侵入者・不審者等を発見した場合は、適切な対応をすること。 

 

６ 修繕業務 

本施設の管理上必要となる施設の小規模修繕（費用が 100 万円未満の工事）

については、指定管理者が施工するものとする。 

なお、大規模修繕工事は、区が直接施工するものとする。 

 

第４ 経営管理に関する業務基準 

１ 事業計画書の作成業務 

指定管理者は、毎年３月末日までに翌年度の事業計画書を作成し、区へ提出

して承認を得ること。 

 

２ 事業報告書の作成業務 

指定管理者は、事業報告書（月次及び年次）を作成すること。 

事業報告書の内容は以下のとおりとし、書式は区と指定管理者で協議の上、

定める。 

(1) 月次事業報告書 

① 支援業務に関すること。（発達障害相談センターへの相談状況、職員の出

張状況、児童の通所状況、保育所等への訪問状況、計画相談状況） 

② 管理業務に関すること。（管理業務の実施状況、経理の執行状況） 

③ 職員の勤務に関すること。（職員の配置、勤務の状況） 

④ 上記のほか、区が必要と認める事項に関すること。 

※ 月次報告書の詳細は別表２を参照。（Ｐ17） 

 

(2) 年次事業報告書 

① 業務の実施実績に関すること。（業務の実施状況、利用状況） 

② 管理運営経費に関すること。（決算報告） 

③ 業務の評価に関すること。（自己評価） 

④ 上記のほか、区が必要と認める事項に関すること。 
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※ 年次報告書の詳細は別表２参照。（Ｐ17） 

 

３ 事業評価業務 

指定管理者は、以下の方法により、利用者の意見や要望を把握し、運営に反

映させるよう努めるとともに、結果について区に報告すること。 

年次事業報告書及び事業評価の結果等を考慮したうえで、指定管理者の業務

が基準を満たしていないと区が判断した場合は、必要な指示を行い、改善が見

られない場合、指定を取り消すことがある。 

(1) 施設の管理運営に対する自己評価 

施設の管理運営に関して、適宜自己評価を行い、その結果を年次事業報告書

にまとめて区へ提出すること。また、評価に基づき、改善を図るために必要な

措置を講ずること。 

 

(2) 施設の管理運営に対する区の監査 

区の監査担当者は、施設の管理運営状況を確認するため、必要に応じていつ

でも施設に立ち入り、書類等を閲覧することができる。区による施設の管理運

営に対する監査がある場合は、必要な対応を行うこと。 

 

(3) アンケートの実施 

利用者に対して、サービスに関するアンケート等を実施すること。 

指定管理者は、アンケート用紙の作成、配付、回収及び分析を行い、アンケ

ートの結果を区へ報告すること。 

 

(4) 東京都福祉サービス第三者評価の受審 

指定管理者は、３年ごとに東京都福祉サービス第三者評価を受審し、その結

果を区へ報告すること。また、評価結果を踏まえ、利用者本位のより良いサー

ビス提供のため、業務の改善、見直しを行うこと。 

なお、評価機関は、指定管理者が直接委託契約を締結すること。 

 

４ 指定期間終了時の引継業務 

指定管理者は、指定期間終了時に、次期指定管理者が円滑かつ支障なく本施

設の業務を遂行できるよう十分な期間を設けて引継ぎを行うこと。 

 

 ５ 指定期間開始までの引継業務 

指定管理者は、本施設の指定管理業務が指定期間の始期（令和６年４月１日）

から円滑に遂行できるように、区及び発達相談・支援センターと引継ぎを実施
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すること。 

事業者は、指定管理者の指定の議決後、速やかに区と協議を行い、本施設の

継続に必要な準備業務、利用者への丁寧な説明会等を行うこと。 

なお、当該準備業務については、本施設にかかる指定管理の協定とは別に、 

   別途委託契約を締結するものとする。 

 

第５ その他 

１ 区との連絡調整業務 

(1) 区との連絡体制 

指定管理者は、電話回線やインターネット接続環境及び機器類等、外部との

連絡に必要な設備を整え、常時連絡が取れる体制を維持すること。 

また、区への報告・連絡・相談は密に行い、区からの連絡や問い合わせ等に

は誠実に対応すること。 

 

(2) 職員の服務 

指定管理者は、従事する全ての職員に対して公益使命を自覚させ、名札の着

用、来所者に満足を与える接遇（服装、身だしなみ、言葉づかい等）を徹底す

ること。 

 

(3) 管理運営体制 

指定管理者は、本事業を円滑かつ適切に遂行することが可能な維持管理・運

営体制を構築すること。 

 

２ 文書の管理 

指定管理者は、指定期間中の文書の管理について、区の指示に基づき、年度

毎、分野毎に分類し、適切に保管すること。 

 

(1) 利用契約書等の保存 

利用者の支援に係る利用契約書、支援計画書、ケース記録等は、区の指示に

基づき適切に保管し、法律で定める保存期間終了後に区に納めること。 

 

(2) 記録類の保管 

本事業の実施に伴って、作成・整備した図面・記録類について、汚損、紛失

等のないよう適切な方法で保管し、次期指定管理者に引継ぐこと。 

保管期間は、基本的に以下のとおりとする。 

① 保証書、取扱説明書、メーカーリスト         永年 
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② 設備機器台帳、計器台帳、工具台帳          永年 

③ 官庁届出控、報告控                 永年 

④ 年間・定期点検                   ５年 

⑤ 業務連絡簿、管理日報                ５年 

⑥ 事故、傷害記録                   ５年 

⑦ 補修記録                      ５年 

 

３ 保険の加入 

指定管理者は、募集要項等に定める自らのリスクに対応して、適切な範囲で保険

に加入すること。なお、建築物に対する火災保険については区が加入する。 

 

４ 個人情報の保護 

指定管理者は、個人情報の保護に関する法律及び江戸川区情報管理安全対策

要綱、同基準（江戸川区情報セキュリティポリシー）を遵守し、個人情報の漏

えいがないようにすること。 

また、業務上知りえた秘密を他に漏らし、または自己の利益のために利用し

てはならない。指定管理期間の終了（指定の取消しを含む）後、並びに従事者

が職務を退いた後においても同様とする。 

 

５ 環境への配慮 

指定管理者は、「江戸川区環境行動計画」に基づき、省エネルギーやリサイク

ルの推進など環境に配慮した取組に努めること。 

また、光熱水費や取組状況等の実績報告は、区の指示により提出すること。 

 

６ その他の留意事項 

本書に記載のない事項については、区担当部署と協議して決定する。 
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別表１ 職員の職種、配置基準、資格及び要件 

 

１ 発達相談・支援センター管理者 

事業所の管理業務に従事する者 １人 

 

２ 児童発達支援センターの児童発達支援事業に従事する職員 

下表内の基準は「児童福祉法に基づく指定通所支援の事業の人員、設備及び運営に関す

る基準」 

職種 配置基準 備考 

嘱託医 １人以上  

児童指導員及び保育士 総数がおおむね障害児の数

を４で除して得た数以上 

・児童指導員 １人以上 

・保育士   １人以上 

 

栄養士 １人以上 障害児の数が 40 人以下の

場合は置かないことがで

きる 

調理員(※) １人以上 調理業務の全部を委託す

る場合は置かないことが

できる 

児童発達支援管理責任者 １人以上  

機能訓練担当職員 機能訓練を行う場合に置く 児童指導員及び保育士の

総数に含めることができ

る 

看護師 医療的ケアを行う場合に 

置く 

 

管理者 
原則として専ら当該事業所

の管理業務に従事するもの 

支障がない場合は、他の職

務との兼務可 

(※) 本施設では、「児童発達支援センター給食搬入特区」により、外部搬入により給食を

提供するため、調理員の配置は不要です。 
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３ 保育所等訪問支援事業に従事する職員 

下表内の基準は、「児童福祉法に基づく指定通所支援の事業の人員、設備及び運営に関

する基準」 

職種 配置基準 備考 

訪問支援員 訪問支援を行うために必要

な人数 

障害児支援に関する知識

及び相当の経験を有する

児童指導員、保育士、理学

療法士、作業療法士又は心

理担当職員等であって、集

団生活への適応のため専

門的な支援の技術を有す

る者 

児童発達支援管理責任者 １人以上 

 

専ら当該事業所の職務に

従事する者を１人以上 

管理者 専ら当該事業所の管理業務

に従事するもの 

訪問支援員及び児童発達

支援管理責任者を併せて

兼務する場合を除き、他の

職務との兼務可 

 

 

 

４ 計画相談支援事業に従事する職員 

下表内の基準は、「障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律に基

づく指定計画相談支援の事業の人員及び運営に関する基準」 

職種 配置基準 資格及び要件 

相談支援専門員 ・障害児相談支援対象保護

者が 35 又はその端数を増す

ごとに、専らその職務に従事

する者を１人 

 

・業務に支障がない場合を

除き、他の職務との兼務可 

・障害児相談支援対象保護

者の数は、前６か月の平均

値とするが、新規に指定を

受ける場合は、推定数とす

る 

管理者 専ら当該事業所の管理業務

に従事するもの 

支障がない場合は、他の職

務との兼務可 
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５ 発達障害相談センターに従事する職員 

職種 配置基準 資格及び要件 

発達障害専門相談員 発達障害相談センターの業

務（※）を行うために必要な

数を配置すること 

臨床心理士、作業療法士、

言語聴覚士、教育職員免許

を有する者で、小学校・中

学校又は特別支援学校で

の教職経験を有する者、区

長が適当と認める者 

教育専門相談員 

管理者 専ら当該事業所の管理業務

に従事するもの  

支障がない場合は、他の職

務との兼務可 

 

６ その他の事業に従事する職員 

業務を遅滞なく円滑に遂行するために必要な技能を有する者（資格を問わな

い。）を、センター運営に必要な人数 

 

 

別表２ 事業報告書 

 

月次 支援業務に関すること 利用実績 

在籍状況表 

支援業務の実施状況 

利用者負担額一覧表 

上限管理票 

管理業務に関すること 管理業務の実施状況 

管理経費の執行状況 

職員の勤務に関すること 職員勤務実績報告書 

区が必要と認めた事項に関すること  

年次 支援業務及び管理業務に関すること 利用実績 

業務の実施状況 

管理運営業務に関すること 決算報告書 

業務の評価に関すること 自己評価報告書 

区が必要と認めた事項に関すること  

※ 月次報告書は翌月３日までに、年次事業報告書は４月末日までに、それぞれ

区へ提出すること。 
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令和５年度 発達相談・支援センター  

 

＜児童発達支援センター＞ 

障害児相談支援、個別・集団療育、保育所等訪問、その他地域支援事業を行う 

●対象者 

1 歳 6 か月～就学前の発達障害児 

●定員 

32 名 

●対応する職種 

管理者、児童発達支援管理責任者、相談支援専門員、児童指導員、保育士、公認心理師、

臨床発達心理士、理学療法士、作業療法士、言語聴覚士、社会福祉士 等 

●支援内容  

―障害児相談支援 

・障害児通所支援の利用申請手続きや、利用計画の作成、モニタリングや関係機関との連

絡調整等 

・R4 年度 契約家庭１０６ 

―保育所等訪問支援 

利用者が在籍する園との連携や園生活の支援を目的に、定期的に保育所等に訪問し、支援

者支援や本人への直接支援などを実施。 

・頻度：2 か月に 1 回～月 2 回。利用者の状況や園の支援体制により頻度を調整。 

・時間：９：３０～１２：３０頃（詳細は在籍園と調整） 

・R4 年度 契約家庭１７／延べ利用者数８７ 

―児童発達支援 

・R4 年度 契約家庭１３７／延べ利用者数６１３３ 

 

【R4 年度のプログラム実施状況】 

内容 延べ利用者数 

ぺあすく １９８７ 

ぴあ型個別 １１２７ 

予約制リハビリテーション ４３２ 

予約制コンサルテーション １８４ 

短時間通園 ６７９ 

スクールトライアル ６８０ 

毎日通園 １０４４ 
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＊個別療育 

・多職種のスタッフが、応用行動分析や発達心理学等の包括的な視点に基づいて発達を 評

価し、個々の発達特性に応じた専門的支援や相談援助を実施。 

・早期療育カリキュラム AI-PAC を用いてオーダーメイドで発達課題を設定し、家庭と共有。 

・定期的に、子どもの行動観察や発達検査を通じた発達評価を実施 

プログラム 時間 通室日数 詳細 

親子共学型個別療

育 

「ぺあすく」 

月～金 

9:30  ～10:50 

11:10～12:30 

13:30～14:50 

15:10～16:30  

（80 分/回） 

1 年間 

前期：週 1 回 

後期：月 2 回 

・全ての利用者に提供 

・応用行動分析や発達心理学の

知見に基づき、利用者ごとの個

別療育と、保護者の方が家庭で

療育を実践するための援助を行

う。利用者の発達の促進と、家

族の課題抽出や問題解決スキル

の向上を援助する。 

ぴあ型個別療育 

月～金 

9:30  ～10:50 

11:10～12:30 

13:30～14:50 

15:10～16:30  

（80 分/回）  

週 1 回 

・「ぺあすく」を利用中または終

了した方が対象。 

・2～3 人の小集団（ピア）形式

で、「ぺあすく」の個別療育内容

を引き継いだ直接支援を提供す

る。 

・定期的に課題を更新し、効率

的に発達を促進しながら、ピア

とのコミュニケーションも促進

する。 

予約制 

リハビリテーショ

ン 

月ごとに予約枠を提

示 

（60 分/回） 

月 1 回まで 

・「ぺあすく」を利用中・または

終了した方が対象。 

・言語療法、作業療法、理学療

法などによる個別の機能訓練を

行う。 

予約制 

コンサルテーショ

ン 

月ごとに予約枠を提

示 

（80 分/回） 

月 1 回まで   

・「ぺあすく」を終了した方が対

象。 

・家庭療育の継続支援を目的

に、個別の利用者ニーズに応じ

たコンサルテーションを行う。 

◆個別療育に関連する行事 
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内容 時期 詳細 R4 年度実施

状況 

無料相談会 1 月、7 月 センター利用に向けた個別相談会 １３２家庭 

全体研修会 通年 ・関わり方の基礎、スモールステップの区切

り方、アンガーマネジメント、問題行動対処な

どのテーマで保護者向けに開催。 

・月 1 回、全 6回を半年クールで実施。 

1 回  

５～２０名 

就学相談会 6 月 ・希望する年長利用者保護者向けに、管理者

と児童発達支援管理責任者が就学の流れにつ

いて個別相談を実施。 

22 家庭 

先輩保護者に

よるお話し会 

7 月 ・就学に関するテーマで、先輩保護者を講師

とした講演会を利用者保護者向けに開催。 

６名 

就学に関する 

説明会 

2 月、3 月 ・鹿本学園、学務課相談係を講師とした就学

に関する説明会を利用者保護者向けに開催。 

４０名 

就学児引継ぎ 

訪問 

3 月 ・卒業する利用者の情報を保護者の同意を得

た上で、就学先の小学校等に引継ぎを行う 

４７件 

 

◆その他不随する業務 

内容 R4 年度実績 詳細 

サービス担当者会議 年 1４回 利用者の在籍園、他事業所などと関係機関との連携 

情報提供書の発行 年 10 件程度 医療機関・療育機関等への情報提供書の発行 

就学情報シート 年 4７件程度 就学先への引継ぎシートの作成 

発達検査所見 年 70 件程度 利用者への発達検査の実施とその所見の作成 

 

◆集団療育 

3～6 名程度の小集団での指導を行います。発達水準に合わせてグループでコミュニケーシ

ョン能力・運動機能・身辺自立・社会性の向上など目指した支援を行う。 

クラス 時間 通室日数 詳細 

毎日通園 
月～金（３時間） 

9:30～12:30 
週５日 

・バスによる送迎 

・保護者と離れて通所 

・給食の提供 

短時間通園 

月～金のうちいずれか

数日（1時間） 

９:３0～10:３0 

13:30～14:30 

15:00～16:00 

週１～2回   

・発達水準に合わせたコ

ミュニケーション等の指

導 
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スクール 

トライアル 

月～金のうちいずれか

数日（1時間） 

15:00～16:00 

週１～2回 

・年中以上 

・就学準備となる活動を

行う。 

 

＊集団療育活動例＊ 

【毎日通園クラス】 

時間 活動内容 

～９：３０ 送迎 

９：３０～１０：００ 入室、朝の準備等 

１０：００～１０：３０ 出席確認、朝の会 

１０：３０～１１：００ 季節にあわせた歌や活動、個別の課題等 

１１：００～１１：３０ 外遊び 

１１：３０～１２：００ 給食 

１２：００～１２：３０ 片付け、自由遊び 

１２：３０～ 送迎 

 

【短時間通園・スクールトライアル】 

時間 活動内容 

１５：００～１５：１０ 持ち物の準備、はじめの挨拶、出席確認、スケジュールの確認 

１５：１０～１５：２０ クイズ・プリント等 

１５：２０～１５：３０ 製作 

１５：３０～１５：４０ 製作物を使った簡単なゲーム 

１５：４０～１５：５０ ルールのある遊び 

１５：５０～１６：００ 終わりの挨拶、保護者への FB 

 

◆毎日通園に関連する行事 

内科健診 月 1 回 ・医師による健康観察 

歯科健診 年 2 回 ・歯科医師による歯科健診 

保護者面談 年 2 回 ・毎日通園利用の保護者が対象 

・通園利用者の様子を保護者が見学 

・生活状況の聞き取り、就学に向けての目標など 
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保護者懇親会 年 1 回 ・毎日通園利用の保護者が対象 

・普段の利用者の様子と保護者同士の交流 

水遊び 夏季 ・毎日通園に在籍する利用者が対象 

・水に慣れることを目的に水遊びを行う 

卒園式 3 月 ・毎日通園利用 

※内科健診、歯科健診は希望があれば、通園在籍児以外であっても利用可 

 

 

＜発達障害相談センター＞ 

 

●事業の目的 

発達や発達障害に関わる相談に応じ、本人又は保護者の状況を専門的にアセスメントした

上で、どこで、どんな支援を受けると良いのか方向づけを行う。またスムーズに支援につな

がり、支援が途切れないようにするため関係機関との連携・調整を行う。 

 

●対象者 

 区内在住の知的の遅れのない発達障害又は疑いのある方及びその家族 

 区内関係機関（保育園・幼稚園・学校・支援機関等）の職員及び支援者 

 

●対応する職種  

 社会福祉士、精神保健福祉士、臨床心理士、公認心理師、保育士、教員等様々な職種がそれ

ぞれの専門性を活かして相談に対応する 

 

●主な相談方法 

 

相談方法 目的 時間 内容 

初回電話相談 

※予約不要 

 

【年間新規相談 

1100 名程度】 

・発達や発達障害に関するあらゆ

る相談や問い合わせに応じる 

・初回の相談から精神保健福祉

士、心理士、保育士等各領域専門

の相談員が対応することで、相談

者が待機なく専門的な助言を受け

られるようにする 

・電話で相談に応じることで、来

所相談ができない方、緊急性の高

い相談にも対応できるようにする 

1 回あたり状

況に応じて、 

15～45 分 

程度 

・相談者の困りへ

の傾聴と共感 

・生育歴、相談内容

の聞き取り 

・関わり方の助言 

・地域資源の紹介 

・他機関との連携 

・来所相談を勧奨 
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来
所
相
談 

※
要
予
約 

インテーク面

接 

 

【年間 300 名

程度】 

・行動観察をもとに心理士が発達

を見立てた上で支援の方向性を検

討する 

・対面して聞き取りをすること

で、相談者の思いや考えを、より

深く把握する 

2 時間～ 

2 時間 30 分 

程度 

・詳細な状況の聞

き取り 

・個別活動場面の

行動観察と見立て 

・相談者へ見立て

の報告、支援方針

（検査・訪問等）の

提案 

発達・心理検

査実施 

【年間 130 件 

程度】 

・相談者の特性理解を進めること

や、より具体的な対応方法の助言

のために行う 

※必要に応じてインーク面接と別

日に実施 

検査： 

1時間 30分～

2 時間程度 

面談： 

1 時間程度 

・発達・心理検査の

実施 

・報告書の作成 

・検査結果の報告、

支援方針の提案 

園・学校訪問 

【年間 110 回

程度実施】 

・対象者の所属する園や学校に訪

問し、集団場面での実態把握を行

う 

・保育士・教員等の特性理解を進

めることや、対応の助言を行う 

※必要に応じてインテーク面接と

別日に実施 

訪問: 

2 時間～ 

2 時間 30 分 

程度 

面談:1 時間

程度 

・集団活動場面の

行動観察 

・保育士・教員等と

ケース会議 

・相談者への訪問

結果の報告、支援方

針の提案 

医療相談 

【月 1 回】 

・医師による医療的見立てを行う 

・保護者の特性理解や障害受容に

働きかける助言を行う 

・診断を受けている方のセカンド

オピニオン 

※必要に応じてインテーク面接と

別日に実施 

1 回あたり 

3 時間（面談・

記録含む） 

・相談員へのケー

ス相談 

・保護者・本人面接 

・医療相談記録 

ことばの相談 

【月 1 回】 

・言語発達・読み書き障害・吃音

等に関する言語聴覚士による専門

的な見立てと助言を行う 

※必要に応じてインテーク面接と

別日に実施 

1 回あたり 

4 時間 

・相談員へのケー

ス相談 

・言語・読み書き検

査の実施 

・検査報告書作成 

・保護者・本人面接 

・ことばの相談記
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録 

継続電話相談 

※予約不要 

【年間 1800 件程度

対応】 

・相談者が支援にスムーズに繋が

るように相談者・支援機関への働

きかけを行う 

1 回あたり状

況に応じて、 

15 ～ 45 分 

程度 

・地域資源の紹介 

・福祉サービス申

請のサポート 

・園や学校、療育機

関、相談機関への申

し送り 

※年間相談総数 6068 件（R4 年度実績） 

 

●相談に付随する業務 

項目 内容 頻度 

出前講座・相談会 幼稚園・保育施設での子育て講演会及び出張相

談会を開催 

・園と協働し講演会を運営 

・外部講師との調整 

・相談員が園に出張し発達相談に応じる。必要

に応じ来所相談につなげる。 

年間 25 園実施 

 

講演会参加者: 

年間 500 名程度 

出張相談参加者: 

年間 120 名程度 

情報提供書の発行 医療機関・療育機関等への情報提供書の発行 年間 15 通程度 

意見書の発行 通所受給者証発行に係る意見書の発行、障害福

祉課愛の手帳相談係への送付 

年間 100 通程度 

地域資源情報の集

約 

資料の収集や問い合わせ等による地域資源情

報（医療機関・療育機関等）を独自データベー

スに集約。支援先の紹介に活用。 

随時 

方針決定会議 相談者の支援方針について所内で検討 週に 1 度 

進行管理会議 相談の進捗について所内で確認 年に 3 回 
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＜地域支援・支援者支援事業＞ 

 

●児童発達支援・放課後等デイサービス事業所向け 

 

イベント名 頻度 内容 

発達支援地域事例検討会 年間６回 ・オンラインもしくは対面で地域の支援者

の皆さんと現場での困った事例をもちよ

り、事例検討を行う。 

えどがわ ABA 基礎講座 年間３回 ・事業者同士の交流 

・映像やワークを通して発達支援に重要な

環境調整や、応用行動分析（ABA）に基づく

支援、援助刺激の入れ方、褒め方などを学ぶ

連続講座を開催。 

・受講者には修了証を発行し、センターHP

に修了者のお名前を掲載する。 

えどがわＡＢＡ発展講座 年間４回 ・えどがわＡＢＡ基礎講座を修了した方の

み対象。 

・ＡＢＡに基づく個別指導をより深く実践

的に身に着けることが目的。 

・知識研修（10単位）、ＶＲやロールプレイ

を活用した実習研修（15 単位）を実施し、

知識・実技試験を行う。 

・試験合格者は、次年度の地域事例検討会

に５回ファシリテーターとして参加する仕

組み。 

・受講者には修了証を発行し、センターHP

に修了者のお名前を掲載する。 

 

●園や学校向け 

 

イベント名 頻度 内容 

発達障害体験ワークショ

ップ 

年間 1２か所程度 ・発達障害への理解と支援を深め

ることを目的に、発達障害の子供た

ちの困りごとを体感できるグッズ

を使った体験ワークショップを開
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催。 

・出張型ワークショップ 

乳幼児施設等巡回支援事

業 

年間延べ２３６回 ・心理相談員が希望のあった園に

年 2 回訪問し、児童へのかかわりに

ついて支援者支援の視点で助言を

行う。 

 

●保護者支援 

 

イベント名 頻度 内容 

親支援講座 年間６回 ・医師、心理士、その他の専門職の外部講師を

お招きし、発達に関する困りごとを抱える保護

者を対象とした講座を開催。 

・オンラインと対面で開催。 

発達の気になる子と

家族の勉強会（短期

ペアトレ講座） 

年間６回 ・短期のペアレントトレーニング講座。 

・「癇癪がはげしい」「忘れ物が多い」「宿題をや

らない」といった日々の困り事への対応をワー

クショップ形式で開催。 

・３回連続講座×年２クール開催で、単発でも

受講可能。 

サポートファイル作

成会＆保護者座談会 

年間４回 ・各家庭と支援機関との情報共有やライフステ

ージに沿った引継ぎツールとしてサポートフ

ァイルを活用していただくため、作成会や先輩

保護者との座談会を開催している。 

出前講座 年間２５園 ・希望がある園で開催。 

・子育ての視点から発達について理解を深める

保護者向け講座および個別相談会を行い、必要

に応じて支援につなぐ。 

センター冬まつり 年間１回 ・保護者同士の交流や地域連携が目的。 

・遊具の設置や出し物の実施、発達障害体験ワ

ークショップなどを施設内で行う。 

ハロウィーン 年間１回 ・保護者同士の交流や地域連携が目的。 

・平井商店街と一部店舗に協力いただき実施。 

・センターの利用者と職員が商店街を回ってお

菓子をもらい、御礼として子供たちが描いた絵

を平井商店街に届ける。 
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●一般区民向け啓発 

イベント名 頻度 内容 

公開シンポジウム 年間１回 ・当センターの取り組み紹介、多様な外部

講師による、先端的、実践的な講演会の実

施。 

発達障害啓発週間 ４月２日～ 

一週間 

・パネル展示や啓発ティッシュの配布、オ

ンライン講座のアーカイブ配信などを行

う 

 

 

 

 

 


